
（定期報告）

第二条　次の表の報告対象者の欄に掲げる者は、それぞれ同表の報告書名の欄に掲げる報告書を、それぞれ同表の様式番号及び報告期限の

  欄に掲げるところに従い、同表の報告先の欄に掲げる者に提出しなければならない。

報告書名 報告対象者 様式番号 報告期限 報告先

一　発受電月報 電気事業者 様式第二 翌々月十五日 経済産業大臣

二　設備資金報 一般送配電事業者、送電事業者、配電事業

者、特定送配電事業者及び発電事業者

様式第三 毎事業年度の最終月の

末日から三月（法第三

十八条第四項第一号、

第二号及び第五号に掲

げる事業を営む者にあ

つては、毎四半期の最

終月の末日から二月）

を経過する日

経済産業大臣

三　一般用電気工作物調査

年報

法第五十七条第一項の調査を実施した者及び

登録調査機関

様式第五 五月末日 電気工作物の設置の場所を管

轄する産業保安監督部長（産

業保安監督部の支部長及び中

部近畿産業保安監督部北陸産

業保安監督署長を含む。以下

同じ。）

四　電気保安年報（原子力発

電所に係るものを除く。）

法第三十八条第四項各号に掲げる事業を営

む者

様式第八 七月末日 経済産業大臣

五　自家用発電所等運転半

期報

法第二十八条の三第一項の接続に係る発電用

又は蓄電用の自家用電気工作物（出力千キロ

ワット未満の発電等用電気工作物を除く。）

を設置する者

様式第九 四月末日及び十月末日 電気工作物の設置の場所を管

轄する経済産業局長（中部経

済産業局電力・ガス事業北陸

支局長を含む。）

六　ポリ塩化ビフェニルを含

有する絶縁油を使用する柱上

変圧器の使用状況調査年報

（当該機器を有する場合に限

る。）

法第三十八条第四項各号に掲げる事業を営

む者

様式第十 七月末日 経済産業大臣

七　電力取引報 様式第十一の表ごとに別表の報告対象者の欄

に掲げる者

様式第十一 様式第十一の表ごとに

別表の報告期限の欄に

掲げる期限

委員会

八　卸電力取引所報 卸電力取引所 様式第十二 翌日十五時 委員会

九　溶接自主検査年報 溶接自主検査を実施した電気工作物を設置す

る者

様式第十二

の二

六月末日 電気工作物の設置の場所を管

轄する産業保安監督部長

十　特定卸供給関係取引月報一般送配電事業者及び配電事業者 様式第十二

の三

翌々月十五日 経済産業大臣

十一　市町村別発電年報 一般送配電事業者、配電事業者及び特定送配

電事業者

様式第十二

の四

六月末日 経済産業大臣

十二　市町村別需要年報 一般送配電事業者、配電事業者及び特定送配

電事業者

様式第十二

の五

六月末日 経済産業大臣

十三　特定計量関係取引年報法第百三条の二第一項の特定計量をする者 様式第十二

の六

五月末日 経済産業大臣




